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鹿児島県立高等学校学習者用端末販売に係る業務協定 

企画提案競技実施要項 

 

 

１ 趣旨 

令和９年度以降、県立高等学校に入学する生徒については、高校１年次から生徒

及びその保護者等（以下「保護者等」という。）の負担により学習者用端末を導入

することとしている。  

また、令和９年度の２、３年生（令和８年度１、２年生）の低所得世帯について

も、令和９年度から保護者等の負担により、個人用学習者用端末を導入するよう令

和８年度中に準備を進める。  

学習者用端末の購入に当たっては、保護者等の利便性向上と安価に購入できるよ

う、県と業務協定を締結した事業者が運営するＥＣサイト（※）を通じて、保護者

等が直接購入する環境を整備するため、本業務を円滑に遂行できる事業者を「公募

型プロポーザル方式」により選定する。 

※ ＥＣサイト：事業者が構築・運営し、県が定めた基準を満たす学習者用端末を、

保護者等が直接購入できる専用のウェブサイト。 

 

２ 業務協定企画提案競技に付する概要 

⑴ 業務協定名 

鹿児島県立高等学校学習者用端末販売に係る業務協定  

⑵ 目的 

本協定は、令和９年度に鹿児島県立高等学校に在学する生徒及びその保護者等

が、学習活動に資する適切な学習者用端末を円滑かつ低価格で購入し、充実した

保証内容を確保することで、生徒がＩＣＴを活用した学びを実現できるようにす

ることを目的とする。 

⑶ 協定内容 

 別添「鹿児島県立高等学校学習者用端末販売に係る業務協定仕様書」（以下「仕

様書」という。）のとおり。  

⑷ 協定期間 

 協定締結日から令和９年４月 30 日までを予定。  

⑸ 費用負担 

本協定に基づく各業務に係る費用は、３を除き、協定締結事業者の負担による

ものとする。 

 

３ 学習者用端末の購入費用への補助金について 

県は、端末の購入が困難な保護者等に対して、購入した学習者用端末等 1台につ

き、55,000 円を上限として補助金を交付する。 
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４ スケジュール 

項目 日程 

質問受付期限 令和８年８月 13 日（木）午後３時必着 

参加申込書提出期限 令和８年８月 13日（木）午後３時必着 

質問回答日 令和８年８月 19日（水） 

参加辞退期限 令和８年８月 20 日（木）午後５時 15 分必着 

企画提案書等提出期限 令和８年８月 25 日（火）午後５時 15 分必着 

プロポーザル審査会開催 令和８年９月 １日（火） 

審査結果の通知 令和８年９月 ４日（金） 

業務協定の締結 令和８年９月 ７日（月） 

 

５ 企画提案競技に参加する者に必要な資格 

本企画提案競技に参加する者に必要な資格は、次の⑴から⑾までの全てを満たさな

ければならない。 

なお、ＥＣサイトを運営する事業者など複数の事業者で構成されるグループが共同

提案する場合、代表事業者が参加申込書を提出することとし、その際、⑴～⑼につい

てはグループを構成する全ての事業者が要件を満たさなければならない。 

また、⑽については、グループを構成する事業者のうち少なくとも１社以上が満た

すこととし、⑾については、ＥＣサイトを運営する事業者が取得していること。 

⑴ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 19 号）第 167 条の４第１項の規定に該当

しない者であること。 

⑵ 地方自治法施行令第167条の４第２項の各号に該当すると認められる事案があ

った後３年を経過しない者でないこと。また、その者を代理人、支配人その他の

使用人または入札代理人として使用する者でないこと。 

⑶ 参加申込書の提出の日から協定締結候補者を選定するまでの間に、国又は地方

公共団体との契約に関して、指名停止の措置を受けていないこと。 

⑷ 法人格を有する者であること。 

⑸ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条又は民事再生法（平成 11 年法

律 225 号）第 21 条の規定による更生手続又は再生手続の開始の申立てがなされ

た場合は、更生計画の認可決定又は再生計画の認可決定がなされていること。 

⑹ 主たる事業所の所在地の都道府県における最近１事業年度の都道府県税の滞

納がないこと。 

⑺ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴

力団又は第６号に規定する暴力団員若しくはこれら暴力団及び暴力団員と社会

的に非難されるべき関係を有している者がいないこと。 

⑻ 賃金不払いに関する労働基準監督署からの通知がなく、労働条件が適切であること。 

⑼ 宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体でないこと。 
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⑽ 令和６年度以降、国又は地方公共団体と、本業務と同種（ＥＣサイトを活用し

た物品販売）又は類似する業務（学習者用端末の多量納入）の契約を締結し、履

行した実績を有すること。 

⑾ ISO/IEC 27001（情報セキュリティマネジメントシステム）認証若しくはプライ

バシーマーク付与認証、又はこれらと同等以上の情報セキュリティ認証（ISO/IEC 

27017、ISO/IEC 27018、SOC2 Type II 等）を取得していること。 

 

６ 共同企業体（コンソーシアム）での参加要件 

共同企業体を構成して企画提案に参加する場合、以下の条件を全て満たすこと。 

⑴ 共同企業体の代表者（以下「代表事業者」という。）を決めること。 

⑵ 共同企業体の構成員は、本業務において２つ以上の共同企業体を構成できないこと。 

⑶ 共同企業体の構成員は単独で本公募に参加できないこと。 

⑷ 協定締結事業者として選定された場合、代表事業者が県と協定を締結すること。 

 

７ 選定方法（公募型プロポーザル方式） 

審査会において、参加事業者のプレゼンテーションを審査し、最高評価を得た事

業者を協定締結事業者として選定する。  

 

８ 質問の受付及び回答 

本公募の内容について質問がある場合は、様式５（質問票）を以下のとおり提出

すること。 

⑴ 提出期限 

令和８年８月 13 日（木）午後３時まで（必着） 

 ⑵ 提出方法 

質問票を「14 問合せ先及び書類提出先」に記載されている電子メールアドレ

ス宛に電子メールにより提出すること。 

また、提出する際の電子メールの件名は「【質問票】鹿児島県立高等学校学習者

用端末販売に係る業務協定（事業者名）」とし、提出した際は、その旨を電話にて

連絡すること。 

 ⑶ 質問に対する回答方法 

質問の内容及び回答は、プロポーザルの参加表明者全員に電子メールにて送付する。 

その際、質問した事業所名の公表は行わない。 

 

９ 参加資格確認の手続き 

公募に参加を希望する事業者は、以下の書類を提出し、資格確認を受けること。 

⑴ 提出書類 

ア 企画提案競技参加申込書（様式１） 

（登記簿謄本又は登記事項証明書、納税証明書など含む） 

イ 企画提案競技参加申込書（共同企業体用）（様式２） ※共同企業体のみ 

ウ 委任状（様式３）※支店又は営業所等に権限が委任されている場合のみ 
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エ 会社概要（様式４）（会社概要が分かるパンフレット、令和６年度以降の同種

又は類似業務の契約書の写しなど含む） 

オ ISO/IEC 27001（情報セキュリティマネジメントシステム）認証若しくはプラ

イバシーマーク付与認証、又はこれらと同等以上の情報セキュリティ認証

（ISO/IEC 27017、ISO/IEC 27018、SOC2 Type II 等）の登録証写し 

 ⑵ 提出期限 

令和８年８月 13日（木）午後３時まで（必着） 

⑶ 提出方法 

「14 問合せ先及び書類提出先」へ郵送又は持参により提出すること。 

※ 持参の場合は、県庁の開庁時間内（午前８時 30 分から午後５時 15 分まで）

とする。ただし、提出期限当日は午後３時までとする。 

 ⑷ その他 

   企画提案競技参加申込書等の提出後、県で要件を満たしているか審査を行った

上で、各事業者に結果を通知する。 

 

10 企画提案書等の提出 

  ９⑷で通知を受けた事業者は、以下のとおり企画提案書等を提出すること。 

 ⑴ 提出期限 

令和８年８月 25 日（火）午後５時 15 分まで（必着） 

 ⑵ 提出方法 

「14 問合せ先及び書類提出先」へ郵送又は持参により提出すること。 

併せて、電子データについても、「14 問合せ先及び書類提出先」に記載され

ている電子メールアドレス宛に電子メールにより提出すること。 

 ⑶ 提出書類 

企画提案書15部を提出すること。（提出書類は返却しない。） 

ア Ａ４版・横向き（※Ａ３折込可） 

イ 表紙及び目次ページを除く片面30ページ以内 

ウ プレゼンテーション当日の追加資料の配付は認めない。 

 ⑷ 企画提案書記載内容 

   企画提案書は、以下の 15 項目（審査項目に対応）の順序に従って、図表等を

用いて具体的に作成すること。 

ア 実施体制 

  業務責任者及び担当者の配置、バックアップ体制、緊急時の連絡体制等、

業務を完遂できる組織図を提示すること。 

   イ 業務実績 

     都道府県単位でのＥＣサイトの運用実績、及び同規模の端末納入実績（全

国・県内）を具体的に記載すること。 

   ウ 情報管理体制 

     ISO/IEC 27001（情報セキュリティマネジメントシステム）認証若しくは

プライバシーマーク付与認証、又はこれらと同等以上の情報セキュリティ認



5 
 

証（ISO/IEC 27017、ISO/IEC 27018、SOC2 Type II 等）の認証取得状況及

び個人情報の保護・管理に関する具体的な方針を記載すること。 

   エ 端末機器の仕様 

     提案する端末の機種（新品か中古か）、スペック（ＣＰＵ、メモリ、スト

レージ、堅牢性、質量等）及び付属品（キーボード、ペン等）の詳細を記載

すること。（※詳細については別に定める業務協定仕様書を参照すること。） 

   オ 受注可能台数・供給能力 

     県全体の在校生、新入生の需要に対し、確実に端末を確保・供給できる具体

的な裏付けや、新モデル発表時の対応方針を記載すること。その際、本業務の

協定期間内に確保・供給可能な上限台数（具体的な準備可能台数）をＯＳごと

に明記すること。 

   カ 販売価格（税込） 

     端末本体、送料、標準保証料（１年）、付属品等、補助金交付対象（※）

となる経費のみで構成された「販売価格（税込）」を提示すること。「３年

間等の延長保証料」は、比較の公平性及び補助金事務との整合性を図るため、

販売価格（税込）には含めず、別途オプション価格として明確に切り分けて

提示すること。 

    ※ 補助金交付対象経費：端末本体、キーボード(端末本体に付属していな

い場合に限る)、消費税及び地方消費税 

   キ ＥＣサイトの機能・操作性 

     保護者等用販売サイトの画面イメージ、スマートフォン対応、多言語対応

の有無及び直感的に操作できるための工夫を記載すること。 

   ク 決済手段・書類発行機能 

     選択可能な決済手段（カード、コンビニエンスストア、振込等）の一覧及び

領収書等をサイト上から自動発行できる仕組みを記載すること。 

   ケ 広報・周知計画（利用者向け案内・マニュアル整備） 

     販売を行う 10 月と３月の２回において、ＥＣサイトを周知するチラシの

内容、操作マニュアルの構成、初期設定や購入方法を解説する動画コンテン

ツの提供及びインターネット環境がない家庭への具体的な周知方法につい

て記載すること。 

   コ 納期遵守の実現性 

     販売を行う 10 月と３月の２回において、受注受付、キッティング、配送

完了に向けた詳細な工程表と、遅延を防ぐための物流・在庫管理計画を提示

すること。 

   サ 端末保証の充実度 

     標準保証（１年間）の内容に加え、購入者が任意で選択できる延長保証オ

プション（３年間又は４年間の自然故障・物損対応等）の範囲、修理回数や

金額の制限、バッテリー交換の可否等を具体的に記載すること。 
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   シ 故障対応・修理対応 

     故障や修理受付から、修理完了品の返却までの具体的な流れと、それぞれ

の所要日数の目標値を記載すること。 

   ス 離島サポート体制 

     離島在住の生徒に対し、本土と同様のスピードで修理を行うための具体的

な物流網や拠点連携案を提示すること。 

   セ アフターフォロー・継続支援 

ヘルプデスク（コールセンター）の設置（時間帯、手段）、設定トラブル

への対応、ＯＳアップデートに関する情報提供など、納入後のサポート体制

を記載すること。 

   ソ 学校及び教員の負担軽減策 

     各学校への一括配送における「梱包」や「校内配付の支援スキーム」の構

築など、学校配送に伴う各学校の事務負担を最小限に抑える独自の工夫を提

案すること。 

 ⑸ 留意事項 

   提出書類に用いる言語、通貨及び単位は、日本語、日本円、日本の標準時及び

計量法(平成４年法律第 51 条)に定める単位に限る。 

 

11 審査会について 

 ⑴ 開催日 

   令和８年９月１日（火） ※ 詳細は別途連絡 

 ⑵ 場所 

   鹿児島県庁内 ※ 詳細は別途連絡 

 ⑶ 出席人数 

   １者（1グループ）当たり３名以内 

 ⑷ 時間 

提案者１者につき説明 20 分、質疑応答 10 分を予定。 

 ⑸ 機器 

会場設置の大型モニター若しくはプロジェクター（HDMI 接続）を利用可能。 

 ⑹ 審査方法 

   企画提案書及びプレゼンテーションの内容に基づき、審査員による採点を行い、

各審査員の合計点数が６割以上の得点となり、かつ最上位の得点者を協定締結事

業者として選定する。 

 ⑺ 審査結果 

   参加した全ての提案者に対し書面で通知することとし、令和８年９月４日（金）

に発出する。また、審査結果に対する異議申し立てはできないものとする。 

 ⑻ その他 

   参加申込者事業者が１者である場合も審査会を開催する。 
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12 審査基準及び配点 

審査は以下の項目に基づき、計 150 点満点で評価する。 

評価項目 評価の着眼点 配点 

実施体制 
責任者や担当者の配置が適切で、業務を完遂できる組織

体制が整っているか。 
５ 

業務実績 
都道府県単位でのＥＣサイト運用や、大規模な端末納入

の実績が十分にあるか。 
５ 

情報管理体制 

ISO/IEC 27001（情報セキュリティマネジメントシステ

ム）認証若しくはプライバシーマーク付与認証、又はこ

れらと同等以上の情報セキュリティ認証（ISO/IEC 

27017、ISO/IEC 27018、SOC2 Type II 等）等の認証取

得を保有し、個人情報の保護体制が万全か。 

５ 

端末機器の仕様 

学習に適した仕様（ＣＰＵ、メモリ、堅牢性、付属品等）

を満たしているか。中古品を提案する場合、県の指定す

る品質基準を満たしているか。 

20 

受注可能台数 

供給能力 

全県の生徒の需要に対し、確実に供給できる体制が確保

されているか。 
10 

販売価格（税込） 

端末本体、付属品、標準保証（１年）、送料を含む３年

保証を除いた総額（税込）が、他社の提案と比較して安

価で妥当か。また補助金額（55,000 円）以内で購入可能

な端末が１機種以上含まれているか。 

30 

ＥＣサイトの機能 

操作性 

様々な保護者等が迷わず購入できる設計で、スマートフ

ォン対応や多言語案内がされているか。 
５ 

決済手段 

書類発行機能 

多様な決済方法があり、領収書等の発行がサイト上から

容易に行えるか。手続きの利便性や分割払いの柔軟性が

あるか。 

５ 

広報・周知計画 

チラシやマニュアル、説明動画等が分かりやすいか。自

己負担なく購入可能な端末が、周知される内容になって

いるか。 

10 

納期遵守の実現性 
決められた期日までの配送完了に向けた工程が具体的

に記載されており、確実に遵守できる内容であるか。 
20 

端末保証の充実度 

自然故障（標準保証）に対し、メーカー保証規定に準じて迅

速かつ適切に対応する内容となっているか。また、任意加入

となる延長保証オプションの内容や価格設定が適切か。 

10 

故障対応 

修理対応 

故障や修理受付から、修理完了品の配送までの流れが迅

速かつ適切か。 
10 

離島サポート体制 
離島在住者に対し、配送や修理対応において本土と同等の

スピードを確保しているか。 
５ 

アフターフォロー 

継続支援 

ヘルプデスクの設置やＯＳアップデート、設定トラブルへ

の継続的な支援体制があるか。 
５ 

学校及び教員の 

負担軽減策 

各学校配送におけるクラス・生徒別梱包や配送支援スキ

ームなど、各学校の事務負担を最小限に抑える独自の提

案があるか。 

５ 

合計 150 
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13 その他 

 ⑴ 失格事項  

提出書類の虚偽記載、提出期限の徒過、審査の公平性を害する行為があった場

合は失格とする。 

 ⑵ 交渉権の取消し 

選定された提案者が協定締結までに参加資格を喪失した場合、又は県との細 

部協議が整わない場合、県は次順位者と交渉を行う権利を有する。 

 ⑶ 参加の辞退 

   企画提案競技参加申込書を提出後に、参加を辞退する場合は、参加辞退届（様

式６）を令和８年８月 20 日（木）午後５時 15 分までに、「14 問合せ先及び書

類提出先」へ郵送又は持参により提出すること。 

 ⑷ 費用負担 

本公募への参加に要する一切の費用は、提案者の負担とする。 

 ⑸ 著作権 

提出された提案書の著作権は提案者に帰属するが、県は審査及び行政上の必 

要範囲内で無償使用できるものとする。 

なお、提出された企画提案書は返却しない。 

  

14 問合せ先及び書類提出先 

本件に関する問合せ及び書類の提出は、以下へ行うこと。 

鹿児島県教育庁総務福利課教育ＤＸ推進室 

住所： 〒890-8577 鹿児島県鹿児島市鴨池新町 10 番 1 号 

電話： 099-286-5588（直通） 

Email: kyou-digi@pref.kagoshima.lg.jp 

受付時間： 午前８時 30 分から午後５時 15 分まで（土・日・祝日を除く） 

mailto:kyou-digi@pref.kagoshima.lg.jp

